
 

                                                                                 

ＡＩを活用した、持続可能な地球社会に向けての政策提言 

       ～未来シナリオシミュレーターによる分析と展望～ 

                             

 気候変動や生態系の劣化、経済格差の拡大と分断、紛争・戦争の頻発など、現在の地

球社会はかつてない重大な危機に直面しており、地球環境の有限性に関する「プラネタ

リー・バウンダリー」をめぐる議論も活発化しています。 

 こうした状況の中、国立大学法人京都大学（広井良典教授）と日立製作所・日立未来

課題探索共同研究部門(日立京大ラボ)は、AI を活用した未来シミュレーションと政策

提言に関する技術（政策提言ＡＩまたは未来シナリオシミュレーター）を共同研究によ

り開発するとともに、「AI を活用した、持続可能な日本の未来に向けた政策提言」（2017

年 9 月）を公表しi、同技術は様々な地方自治体等における未来シミュレーションや政

策立案においても活用されてきましたii。 

 このたび京都大学と日立製作所は、政策提言 AI の“グローバル版”として、上記の

ように多くの困難な課題を抱える地球社会の持続可能性に向けた新たな未来シミュレ

ーションと政策提言に関する共同研究を行い、とりまとめましたので、以下報告します。 

 

 

１．【方法】地球社会の現在そして未来に関わる２９４の指標を、関連する報告書や国

際機関のデータベース等を踏まえて抽出するとともに、それらから成る因果連関モデル

を作成し、政策提言 AI（未来シナリオシミュレーター）の技術を使って 2050 年に向け

た 2 万通りのシミュレーションを行い、その結果を分析した。 

 

２．【シミュレーション結果】地球社会の未来は、2050 年に向けて大きく以下のような

７つのシナリオ（実現可能性のある地球社会の姿）に段階的に分岐することが示された。

すなわち、 

①環境・経済・社会そして国際紛争等の多元的な側面において比較的良好なパフォーマ

ンスを示す 

・ 地域分散・成熟シナリオ （シナリオ１） 

・ グリーン成長・協調シナリオ （シナリオ２） 

②プラス面とマイナス面の複合的性格をもつ 

・ ウェルビーイング・環境配慮不足シナリオ （シナリオ４） 

・ 経済成長至上シナリオ （シナリオ６） 

③気候危機や紛争、先進国と途上国の分断など、破局的な事態に至る 

・ 気候・紛争ダブル危機シナリオ （シナリオ３及び５） 

・ 二極化シナリオ （シナリオ７） 

 

の７つである。このように、2050 年に向けて地球社会は互いに大きく異なる“多様な

未来”に至る可能性をもっていると言える（図参照）。 
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（図）地球社会の未来シナリオと分岐構造 

 

 

３．【未来シナリオの分岐パターン】これら７つのシナリオのうち、CO2 排出ないし温

暖化など地球全体の環境面において比較的良好なパフォーマンスを示すのは「地域分

散・成熟シナリオ」（シナリオ１）、「グリーン成長・協調シナリオ」（シナリオ２）及び

「二極化シナリオ」（シナリオ７）の三者であり、これらに関連する分岐は 2034 年頃ま

での比較的早い時期に生じることが示された。すなわち、 

 

（１）最初の分岐は 2029 年頃で、この時に「二極化シナリオ」（シナリオ７）とそれ以

外のシナリオの分岐が生じる。「二極化シナリオ」は地球全体の環境パフォーマンスに

おいては好ましいものだが、このシナリオは途上国が経済発展から取り残され、先進国

との間に大きな格差ないし分断が生じるシナリオ――言い換えれば先進国が地球全体

の資源・環境の主要部分を独占するようなシナリオ――であり、地球社会全体のあり方

として望ましいとは言い難い。 

この二極化シナリオを回避するには、先進国が化石燃料使用量や一人当たりエネルギ

ー消費量の削減など、環境を重視した対応を早急に進めるとともに、途上国における一

人当たり GDP 増加や社会インフラ整備など、途上国の経済発展を促すような対応を積

極的に行うことが重要であることが示された。 

 

（２）次の分岐は 2032 年頃で、この時に「地域分散・成熟シナリオ」（シナリオ１）と

それ以外のシナリオとの分岐が生じる。 

 「地域分散・成熟シナリオ」は、経済面では成長が鈍化する一方、地球全体の CO2 排

出量など環境面では（シナリオ２、７と並び）もっとも良好なパフォーマンスを示すと

同時に、国際的な紛争が全シナリオの中で特に大きく減少するシナリオとなっている。

社会的側面での課題は残るものの、先進国・途上国間の国際格差は減少し、全体として

は地球上の各地域がいわば“自律分散的”な均衡と平和を実現していく方向であり、有

力な未来像の一つと考えられる。 

 このシナリオに進むには、先進諸国における少子化対応や格差是正、途上国における

研究投資や人口対策、医療アクセス改善などを含む社会政策的な対応が特に重要である
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ことが示された。 

   

（３）第三の分岐は 2034 年頃で、この時に、「グリーン成長・協調シナリオ」（シナリ

オ２）とそれ以外の分岐が生じる。 

「グリーン成長・協調シナリオ」は、先進国・途上国ともに経済発展が持続するとと

もに、地球全体のＣＯ２排出も減少し、かつ（シナリオ１と同様に）先進国・途上国間

の国際格差は減少する比較的良好なシナリオである。ただし、先進国の国内レベルで格

差の拡大が見られたり、国際紛争は微減にとどまるなど、課題も残る姿となっている。 

この「グリーン成長・協調シナリオ」に向かうためには、途上国における労働生産性

向上や公共・インフラ投資、研究投資などのほか、世界全体のソーシャル・キャピタル

（協調性）、すなわち国際的なレベルでの協力的意識・行動が際立って重要であること

がシミュレーションにおいて示された。 

 

（４）以上に述べた分岐以降は 2038 年、2046 年、2047 年頃にさらなる分岐が生じ、

残るシナリオが派生していくことが示されたが、これらは、 

〇「経済成長至上シナリオ」（シナリオ６）・・・先進国・途上国ともに高い経済成長を

果たすが、地球全体の CO２排出がもっとも増加するなど環境悪化が進むとともに、

先進国のウェルビーイング等も不良なシナリオ 

〇「気候・紛争ダブル危機シナリオ」（シナリオ３及び５）・・・先進国が低成長となる

一方で途上国は高い経済成長を果たすが、有限な資源・環境をめぐって紛争激化と環

境危機が同時進行するシナリオ 

〇「ウェルビーイング・環境配慮不足シナリオ」（シナリオ４）・・・経済が成熟する一

方で人々のウェルビーイングは高まるが、地球全体のレベルで環境悪化が進むシナリ

オ 

という、いずれも望ましい未来像とは言い難い内容となっている。 

 

４．【評価・議論】全シナリオの中で相対的に望ましい地球社会の未来像を示している

と考えられる、「地域分散・成熟シナリオ」（シナリオ１）と「グリーン成長・協調シナ

リオ」（シナリオ２）を対比すると、次のような理解が可能と考えられる。 

すなわち、「グリーン成長・協調シナリオ」（シナリオ２）は、一定の環境配慮ととも

に経済のグローバル化が一層進展していくシナリオであり、経済・環境面での比較的良

好なパフォーマンスの反面、先進国内の格差や国際紛争などの課題が残る社会像となっ

ている。そしてそうであるがゆえに、上述の「世界全体のソーシャル・キャピタル（協

調性）」すなわち国際的なレベルでの協力的行動が特に重要な鍵となる。 

一方、「地域分散・成熟シナリオ」（シナリオ１）は、シナリオ２のようにはグローバ

ル経済の拡大が進まず、むしろ経済の成熟化を是認した上で、地球上の各地域が分散し

つつ一定の自律的均衡や環境保全そして平和と安寧を実現していくような姿である。そ

れは「ローカリゼーション」、すなわちローカルな地域レベルでの経済循環や持続可能

性を重視しつつ、ナショナル、グローバルへと積み上げていくという地球社会の未来像

とも言える。 

以上の「グリーン成長・協調シナリオ」と「地域分散・成熟シナリオ」のいずれを望

ましい姿とするかは、どの政策課題ないし価値を優先し、どのような社会像を望ましい

姿と考えるかによって決まるものであり、一義的な結論が導き出せる性格のものではな
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い。 

 

５．【課題と展望】本研究は、「政策提言 AI」の技術を活用して地球社会の未来につい

てのシミュレーションを行ったものであり、かつてローマ・クラブが公表し、当時にお

ける最新のコンピュータ技術を活用したシミュレーションを通じて地球資源の有限性

に関する警鐘を鳴らした『成長の限界（Limits to Growth）』（1972 年）の“AI 版”と

呼びうる試みとも言える。 

この場合、『成長の限界』は基本的に資源・エネルギーに関する側面に主たる関心を

向けたものだったが、今回のシミュレーションはそれらに加えて地球温暖化、経済と格

差、先進国と途上国の関係性、ウェルビーイングを含む社会的側面など、より多元的か

つ現代的な諸要因を視野に収めた内容となっている。一方、今回のシミュレーションは、

なおデータ収集やモデルの作成方法等々において課題を残すものであり、今後一層の改

善に努めていく所存である。 

 いずれにしても、本研究に示されるような形で、AI 等の技術を活用しながら地球社

会の未来に関する定量的なシミュレーションを行い、実現していくべき未来像と行うべ

き対応についての議論を進めていくことが重要と言える。 

 本シミュレーションの結果を踏まえれば、地球レベルでの環境に関して望ましい未来

に向かうか否かの分岐は 2034 年頃までの早い時期に生じることが示されており、早急

な対応を行っていくことが求められる。 
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